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米国防省が23日に発表した国家防衛戦略（NDS）は、優先的な取り組み分野として、①米本土の防
衛、②インド太平洋における、対立ではなく力（strength）による中国の抑止、③米同盟国・パー
トナーとの負担共有の拡大、④米防衛産業基盤の大幅な増強を挙げた。昨年12月に公表された上位
文書である国家安全保障戦略（NSS）をおおむね踏襲する内容だが、トランプ政権特有のイデオロ
ギー色の強いレトリックは相対的に薄まり、国防当局の問題意識がよりクリアに示されたと言える。

対中関係の安定と第一列島線における「拒否防衛」

インド太平洋について、NSSは中国を名指しせずに地域での紛争抑止の必要性を指摘したが、NDS
は正面から対中抑止について言及した。同時に、NSSと同様、中国との安定的な関係を目指す方針
が強調され、米国の優位を保ちつつ中国も受け入れ可能な「満足できる平和（a decent peace）」
というキーワードが繰り返し登場する。なお、NDSではNSSには盛り込まれていた台湾に関する記
述が欠落している。上位文書で言及されている以上、政策変更を意図したものではないと見るべき
だろうが、不自然さは残る。中国への配慮という解釈も可能だ。

インド太平洋の文脈では、日本、豪州、フィリピン、インドなど、地域の同盟国・パートナーの名
前も出てこない。日本が登場するのは北朝鮮の脅威について説明する箇所のみである。インド太平
洋に関する記述が全体として対中抑止に関連付けられているため、中国と第三国との関係に配慮し
たと読むことは不可能ではない。ただ、同盟国・パートナーとの負担共有についても、韓国を除い
てインド太平洋地域各国への言及はない。日本などとの関係は対中戦略に直結するだけに、対外公
表される文書では敢えて沈黙を保ったということかもしれない。

代わりに対中抑止の具体策として示されているのは、南西諸島から南シナ海周辺に至る「第一列島
線（FIC）」に沿った防衛態勢の強化による「拒否防衛」である。なお、FICは元々、中国側が構想
した防衛ラインとも言われており、中国側の理解では台湾はFICの内側（中国側）に入るだろう。一
方、第1次トランプ政権が2018年2月に承認し、その退任間近に一部機密解除された「インド太平洋
のための米国の戦略的枠組み」には、「台湾を含む第一列島線国家（nations）を防衛する」との記
述がある。FICはある種の戦略的曖昧性を帯びた概念なのかもしれない。ただ、FICをどのように定
義するにせよ、米国の戦略構想が中国にとって「満足できる平和」に値するかは疑わしい。足元で
の米中間の緊張緩和が持続的な安定をもたらすと考えるのは時期尚早だろう。

対露抑止で欧州の主体的な役割を要求

NDSは欧州について、わざわざ米国以外の北大西洋条約機構（NATO）諸国とロシアの経済規模を
グラフで示し、ロシアの脅威は「管理可能」であること、欧州が対露抑止でより主体的な役割を担
うべきことを強調している。米欧間の争点となっているグリーンランドについては、領有を示唆す
る文言はなく、パナマ海峡などと共に軍事的・商業的アクセスを確保すべき要衝とされた。

グリーンランドへの執着を始め、トランプ政権の対欧州政策はイデオロギーに根差した非合理性を
帯びる。ただ、欧州が安全保障で本来果たすべき役割を果たせていないこと、それ故に対米交渉力
を持たないことは厳然たる事実だ。米国への反発から欧州と中国が接近するといった議論があるが、
そもそも中露が戦略的な提携関係にある中、欧州・中国間では経済関係の調整を越えた協力は見込
みがたい。米欧間の摩擦は続くだろうが、欧州は米国と決定的に対立することはできず、ロシア・
ウクライナ戦争の和平交渉と連動する形で、より主体的な防衛態勢の構築を迫られるだろう。

「コスパ」主義の対外軍事関与

トランプ政権の対外政策を巡っては、当初、対外軍事関与への消極姿勢が米国の抑止力を低下させ
る懸念もあった。ただ実際には、昨年6月のイラン核施設攻撃、12月のナイジェリアでのイスラム武
装組織攻撃、1月のベネズエラ侵攻など、米国は相次いで単独主義的な軍事行動に踏み切っている。
政権内のキーパーソンの力関係など、その時々の国内政治的な要因も無視できないだろうが、結局
のところ、自らが必要とみなす武力行使は躊躇しないという姿勢は一貫しているように見える。

「力による平和」が目指すのは軍事力によって裏付けられた交渉であり、自らその手を縛るのは悪
手ということだろう。しかし、実際に介入が米国内で受け入れられるのは米国の利益が低コストで
実現できると見込まれる場合に限られ、同盟上のコミットメントは予想される米国の犠牲が大きけ
れば履行を期待できない。同盟国は自らも積極的にコストを負担することで、米国に対して軍事関
与の「コスパ」の良さを常に説き続けなければならない立場に置かれている。今般のNDSはそのこ
とを改めて示していると言えよう。
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